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経済学研究 45-2
北海道大学 1995.6

J . S.ミルにおける分配の法則の成立根拠

佐々木憲介

序 そこには多分に精神的原因が関与していること

経済法則の探究は，経済学の課題のひとつを

なすものと考えられてきた。したがって，これ

までにも数多くの経済法則が提唱されてきたの

であるが，同時に，経済法則そのものの性格に

ついての方法論的な考察も行われてきた。その

ような方法論的な考察の噛矢となったのが，ジ

ョン・ステュアート・ミル(John Stuart Mill， 

1806-73)による研究であった。経済法則に関す

るミlレの議論のなかで，とりわけ有名なものは，

生産の法則と分配の法則との区別に関するもの

である。ミルによれば，生産の法則は物理的真

理の性格をもっていて変更することはできない

が，分配の法則は人為的制度の問題であり変更

することができる，というのである。我々は先

に，ミルの生産の法則について考察を加えた~

それによれば， ミノレにとって生産の法則とは，

何よりもまず、生産増加の法則であった。生産の

増加は，労働・資本・自然諸要因という 3つの

生産要因の生産性あるいは量の増加によっても

たらされる。生産要因の生産性あるいは量の増

加が与えられるならば，その結果として生産が

どの程度増加するかということは技術的な問題

となる。したがって，その限りでは，生産の法

則は人間の意のままにはならないと言うことが

できる。しかし，生産要因の生産性あるいは量

がなぜ増減するのかという問題の考察に進むと，

1)佐々 木[24J。本稿はまた，多くの点で，佐々木[23J

の議論を前提としている。

が明らかになる。経済学本来の考察対象は，む

しろそのような精神的原因のはずなのであるが，

ミノレはその部分を生産の法則から分離すること

によって，生産の法則は物理的真理の性格をも

っ，と規定したのである。我々は以上の考察に

続けて，本稿においてミ lレの分配の法則を取り

上げ，あわせてミルによる生産・分配峻別問題

の検討に充てたいと思う。

ミルの分配の法則を検討する場合，まず第1

に問題になることは，分配の法則は人為的制度

の問題であり変更することができる，と言われ

ていることの意味である。分配の法則も法則で

ある以上，規則性をもたなければならず，窓意

的に変更することはできないはずでーある。分配

の法則の変更可能性と規則性との関係はどのよ

うになっているのか。この点をまず考察しなけ

ればならない。第2に， ミノレは『論理学体系』

や「定義と方法」において，経済法則は仮説的

なものであるという方法論を唱えていたのであ

るが，分配の法則においては，その方法論がど

のように具体化されているのかということが問

題になる。我々はこの問題を，分配論のなかで

も特に議論の焦点となってきた賃金基金説を例

として，考察してみることにする。第3に， r経
済学原理j(以下， r原理』と略)の第2篇「分
配論」のなかには，おびただしい歴史的事実と，

それに基づく帰納的一般化とが見られるのであ

るが， この部分はミノレの経済学方法論の観点か

らはどのように位置づけられるのか，というこ

とが問題になる。以下，これらの諸問題を順次

考察し，ミル『原理』における分配の法則の方
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法論的性格を明らかにしたい210

I.分配の法則の性格

1.分配の規則と分配の法則

ミルによれば，分配の法則の特徴をなすもの

は，それが人為的制度に依存するものであって

変更することができるという点である。この点

が，物理的真理の性格をもっていて変更するこ

とができないと考えられた，生産の法則との違

いだというわけである。この点について，ミlレ

は次のように述べている。「生産の法則と異なっ

て，分配の法則は，一部は人為的制度に属する。

なぜならば，ある特定の社会において富が分配

される様式は，そこに行われている法規もしく

は慣例 (thestatutes or usages)に依存してい

るからである。J[PE，p.21， 1-62頁]。しかし他方
では，分配の法則も法則である限り，規則性と

いう性格をもたなければならない。いやしくも，

分配の現象にも法則が成り立つのであれば，一

定の現象には他の一定の現象が規則的に伴うの

でなければならず，これを恋意的に変更するこ

とはできないはずである。したがって，法則が

成り立つことを主張するのであれば，分配の法

則も生産の法則と同様に，物理的真理の性格を

もつものと考えなければならないことになる。

実はミル自身そのように考えており，分配の法

則は，変更可能で、あるとともに物理的法則の性

格をもつものでもある，と述べているのである。

2) [16J r論理学体系.1， [17J I定義と方法J，[18J 
『経済学原理Jの三著作から引用する際には，そ
れぞれSL，DM，PEという略語を付して，本文中に

原書ページと邦訳ページとを併記する。たとえば，

[PE，p.21 ，1-62頁]というのは， r原理』の原書21
ページ，邦訳第l分冊62ページからの引用である

ことを示す。なお，訳文は必ずしも訳書のとおり

ではない。本稿は，経済学方法論の観点からミル

の分配論を検討するものであり，その視角が限定

されているため， ミルの分配論に関する先行諸研

究に対する言及は十分ではない。先行諸研究の全

体像については，馬渡[30JおよびdeMarchi [ 5 J 

の展望を参照されたい。

ミルの述べるところを引用してみることにしよ

つ。

「富の分配を決定する規則 (rules)は，その

社会の支配層の意見と感情 (opinionsand feel-

ings)とによって形成される。…それらは，人間

本性の基本的諸法則が，知識および経験の現状，

ならびに社会制度および知的道徳的文化の現状

とからみあって生じた帰結である。しかし，人

間の意見の発生に関する法則は，我々の当面の

主題の範囲の外にある。それは人間進歩の一般

的理論という，経済学よりもはるかに広汎かっ

困難な研究題目の一部を成すものである。ここ

で我々が考察しなければならないことは，富が

それに従って分配されるところの規則の，原因

ではなく帰結である。そして少なくともそれら

の帰結は，生産の法則と同じように，恋意的な

ところはほとんどなく，物理的法則の性格をも

っているのであるJ[PEふ200，2-15頁]。
引用文中に述べられている決定関係を整理す

ると，人間本性の基本的諸法則と環境→支配層

の意見と感情→分配の規則→分配の法則，とい

うことになる。人々が分配の規則に従って行為

することによって，分配の法則が成立する。そ

のようにして成立する分配の法則は，生産の法

則と同じように恋意的なところはほとんどなく，

物理的法則の性格をもっている。しかし，支配

層の意見と感情とに基づく分配の規則は変更可

能であり，したがって，それを枠組みとして成

立する分配の法則も変更することができる。つ

まり，分配の法則が生産の法則と違って変更可

能であるというのは，その枠組みとなっている

分配の規則が変更可能だということを意味して

いるのである。それゆえ，分配の法則について

は，変更可能性を一面的に強調するのではなく，

変更可能性と規則性という二重の性格をもっと

言うべきであろう九すなわち，分配の法則は，

3) シーニアもまた，同じ意味においてではないが，

分配の法則の可変性と規則性との二重性格を指摘

している。「富の性質と生産とに関係するものは，

普遍的に真である。富の分配に関係するものは，
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ある枠組みの中でのみ成立し，それを支えてい

る条件が変われば，修正されることになるとい

う性格のものなのである。

したがって，分配の法則は，法則として成立

する限りでは，生産の法則と共有する特徴をも

っている。それにもかかわらず， ミルが両法則

の相違を強調したのは，両法則の区別が，理論

的な意味だけではなく，社会改革にとっての実

践的な意味をももっていたからであった九す

なわち，土地に代表される自然諸要因の制約に

よって，人間の努力にもかかわらず，生産の増

加はやがて停止してしまう。先進国イギリスが

当面する課題は，生産増加の限界をふまえて，

人口の抑制や分配の改善を図ることである。ミ

ルは，このような実践的な主張を強く印象づけ

るために，生産の法則は人間の意のままにはな

らないが，分配の法則は変更することができる，

と述べたのである。

2.分配の規則と国民的性格

分配の規則は，諸個人の行為をある一定の方

向に向けることによって，分配の法則を成立さ

せる。そこで，分配の規則の問題を考察するた

めには，ミルの行為論を確認しておかなければ

ならない。ミルの考えでは，そもそも社会科学

が科学であるためには，人間の行為にも因果律

が成り立たなければならない。一定の原因には

一定の結果が恒常的に伴うという因果律は，ミ

ルにとって科学の基礎であり，精神現象で因果

律が成立しない場合には，道徳科学一般が存在

たとえば奴隷制や法定独占や救貧法の事例に見ら
れるように，特定の国の特定の制度によって影響
されがちであるが，事物の自然状態 (natural
stat巴)を一般的規則 (generalrule)として定め
ることができる。特定の撹乱原因によって生み出
される例外は，あとで説明すればよいJ(Senior 
[18J， p.3，邦訳5頁)。この場合の自然状態とは，交
換によって分配が行われる状態のことであり，分
配論の課題は，その状態の下で成立する分配の法
則を考察することであるという (ibid.，p.89，邦訳
186頁)。
4)この点については，馬渡 [32Jを参照されたい。

しえないということにもなってしまう。人間行

為の因果関係は，動機→意志→行為の連鎖から

成り，性格が与えられている限り，意志は動機

によって決定される。「個人の精神に現れる諸動

機が分かると，また同じように，個人の性格と

性向とが分かると，その個人の行為する仕方が

誤りなく推論される。我々がその人物を十分に

知悉し，その人物に働きかけるすべての誘因を

知れば，我々はその人物の行為を，自然の事象

を予測できるのと同じ確実性をもって，予知す

ることができるだろうJ[SL，pp.836~837 ， 6-

10~11頁]。同じような状況において，同じ動機

の組み合わせが与えられでも，性格が違えば，

それらの諸動機の中のどれが優勢になるのかと

いう点で違いが現れ，意志や行為も違ったもの

となる。たとえば，イギリス人・アメリカ人の国

民的性格を前提とすると，商人は金銭上の利得

という動機に基づいて行為するが，ヨーロツノf

大陸においては，安楽や虚栄という動機が金儲

けの欲望をしばしば凌駕することがある，とい

う [PE，p.906，6-131頁]。

社会の成員の行為を一定の方向に向けるとい

う点で，分配の規則は国民的性格と呼ばれるも

のと共通性をもっている。しかし，支配層の意

見と感情とに基づく分配の規則が，国民的性格

と具体的にどのような関係にあるのかというこ

とは，明らかではない九人間の意見の発生に関

する法則を研究する「人間進歩の一般的理論」

が， r論理学体系』における「性格学」および「国
民的性格学」とどのような関係にあるのかとい

うことも，明らかではない。しかし，意見や感

情も，個人や国民の性格も，人間本性の基本的

諸法則と環境とから形成されるという点は共通

5) ミルは分配の規則を国民的性格の現れのひとつと
考えていたのかもしれない。国民の性格は， r国民
の聞に広く行きわたっている格率 (maxims)や，
与論の一般的方向を示す他のいろいろな徴候や，
不断に尊敬され感嘆されている人物や作品の性格
や，その国民自身の創造であるか，または国民が
認めかつ支持している法律や制度，等々のうちに
示されているJ[SL，p.867， 6-64頁]。
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である。また，周知のようにミルは， I我々が望

むならば我々の性格を変える乙とができるj

[SL，p.841，6-20頁]という点に，意志の自由を

認めていた。同様に，分配の規則も， Iもし人聞

が選択するならばJ，これまで以上に異なったも
のになりうるという [PE，p.200，2-15頁]。性格に

せよ分配の規則にせよ，それが与えられている

場合には行為の仕方は決定されるが，もし人聞

が望むならばそれを変更することができる。し

かし，仮にミルが分配の規則の形成と性格の形

成とをだぶらせて考えていたとしても，I国民的

性格学」が内実のあるものとして残されていな

い以上，分配の規則の形成について考察するの

に「国民的性格学jを援用するということはで

きない。したがって，我々にとって可能なのは，

ミルのいう性格の中には，規則に従うという一

面も含まれているのではないかという推測だけ

であり，分配の規則の起源を研究する方法につ

いては，明らかにされないままに留どまるので

ある6)。

3.分配の規則の内容

いずれにせよ，分配の法則は分配の規則に基

づいて成立するのであるが，では分配の規則と

いうのは，具体的には何を指しているのだろう

か。ミノレによれば，それは2種類の規則からな

る。第1に，だれに分配されるのかということ

を決定する規則として，所有関係があり，具体

的には私有財産制または共有財産制といったも

のがそれに当たる。経済学の当面の課題は私有

財産制の研究にあるから，私有財産制に限って

みると，それはさらに，労働・資本・土地とい

う生産諸要因をだれが所有するかに応じて，さ

まざまな階級関係に分かれる。すべてが一階級

によって所有される場合として，奴隷制または

6) ミルの社会科学方法論における国民的性格学の位

置については，立川 [27Jの優れた議論を参照さ

れたい。また，高島 [26Jは，ミルは社会状態そ

のものの発展に関する研究を一般社会学に委ね，

経済学の純粋科学化を推し進めたと述べている。

自作農制があり 2つの階級によって所有され

る場合として，さまざまなタイプの地主・小作

制があり 3つの階級によって所有される場

合として，労働者・資本家・地主からなるイギ

リス型の3階級制がある。第2に，私有財産制

を前提とすると，どのように分配されるのかと

いうことを決定する規則として，競争Ccompeti-

tion) と慣習Ccustom)とがある。これらの規

則の中で分配の法則を生み出すものは競争であ

り，競争を伴う階級関係としては，地主・小作

制の 1つのタイプである入札小作制と三階級

制とがある。ただし，ミルが主として考察して

いるのは3階級制の下での分配の法則であるか

ら，我々の考察も主としてそこに向けられなけ

ればならない。いず、れにせよ，分配の法則は，

特定の階級関係と競争という分配の規則に基づ

いて成立し，法則が成り立つ限りでは物理的法

則の性格をもっ。しかし，その枠組みとなる分

配の規則を変えることによって，法則を修正あ

るいは廃棄することができるのである。

人々が競争に従うか慣習に従うかによって，

生産物の分配の仕方は異なる。たとえば，分益

農 (metayers)は慣習によって定まっている地

代(生産物の 2分の lないし 3分の 2)を地主

に支払う。地代の水準は歴史的に形成された個

性的なものであり，ここには規則的に成り立つ

法則というものはない。ところが，地代が競争

によって決定される場合には，地主は最も高い

地代を支払う借地人に土地を貸す。農業に三階

級制が成立している場合には，資本家的借地農

業者が土地を求めて地代を引き上げ，通常の利

潤率以上の差額がすべて地代として地主の手に

渡る。競争と三階級制という分配の規則を前提

とすると，つねにこのような地代の法則が成立

するのである。しかし，分配の法則を成り立た

せる分配の規則は，いつでもどこでも存在する

というわけではなし歴史的・地理的に限定さ

れたところにしか見られない。そのような分配

の規則が存在し，したがって分配の法則が成立

する地域として，ミルが念頭に置いているのは，
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言うまでもなく19世紀のイギ、リスである。その

意味でミルは，古典派経済学が唱える分配の法

則の適用範囲を，歴史的・地理的に限定したと

言うことができるのである7)。しかし，適用範囲

の限定はそれのみにとどまらない。ミルによれ

ば，競争にせよ 3階級制にせよ，そのような分

配の規則はイギ、リスにおいでさえ完全には実現

されていないというのである。

4.分配の規則の仮説性

競争が全面的に行われているというのは，歴

史的現実ではなく仮説的想定であると言わなけ

ればならない。ミルによれば，従来のイギリス

経済学者たちは，競争の結果を強調して慣習の

影響を軽視する傾向があった。もっとも， r経済
学は競争の原理を通してのみ科学の性格をそな

えるのであるから，乙の点を考えるならば，そ

れも理解しうることである。地代，利潤，賃金，

価格は，競争によって決定される限りにおいて，

その法則を指摘することができるのである。競

争がこれらのものの唯一の規制者であると仮定

せよ。そうすると，これらのものを規制すると

ころの，きわめて一般的な，科学の厳密な諸原

理を確定することができるであろう。経済学者

は，正当にもこのことを自分の本務と考えてい

る。抽象的または仮説的科学としての経済学に，

これ以上のことをなすように要求することはで

きないし，事実なしえないのであるJ[PE，p. 

239 ， 2-90~91頁]。ここで「抽象的または仮説的

科学」というのは，重要ではないと考えられた

事情を除いた想定から演揮する科学という意味

である。この場合には，競争が唯一の規制者で

あって，独占も政府の干渉もなく，慣習による

7) もっともミルは，分配の法則の結論は局地的にの

み真であるけれども，その方法は普遍的に適用で

きると述べている。「代数方程式のいくつかを解い

た人が，同じ種類の他のすべての方程式を難無く

解くことができるように，イングランド，あるい

はまたヨークシャーの経済学に通じている人は，

前提が変化するときに同じ結論を期待しないだけ

の良識があれば，現実のまたは可能な，あらゆる

競争の制限も全くない状態を想定して演鐸を行

うということである。もちろん，そのような状

態というものは，現実には存在しないのである

が，現実に対する第1次の近似として， r科学の
必然的に採用しなければならない方法J[DM，p. 

322，178頁]だというのである。たとえば，ミル

の時代においてさえ，小売市場においては競争

よりも慣習の方が支配的であった。「今日までの

ところ，小売商業が主として，あるいはかなり

の程度，競争によって決定されるのは，ただ事

業の大中心地においてのみである。その他の土

地においては，競争がともかくもある作用をす

るとすれば，それはむしろ，時おり撹乱する影

響として作用しているのである。常時的規制者

となっているのは，買い手および売り手の心に

抱かれている，ある種の公平(equity)あるいは

正義(justice)の概念によってしばしば修正さ

れるところの慣習であるJ[PE，p.243， 2-98頁]。

3階級制についても，同様の問題がある。ミ

ルによれば， 3階級制というものは，世界の限

られた地域にしか見られない制度である。「イン

グランド，スコットランド，およびベルギーと

オランダのある地方が，世界において，農業に

使用される土地と資本と労働とが一般的に別々

の人々に所有されている，ほとんど唯一の国々

であるJ[PE，pp.235~236 ， 2-84頁]。しかしこの

ことは，これらの国々には三階級に属さない

人々がいないということを意味するものではな

い。ミノレの分配論の場合，三階級の中に位置を

占める労働者とは生産的労働者のことであり，

不生産的労働者は含まれていない[PE，p.235，2-

83~84頁]。現実の社会には，生産的労働者だげ

ではなく，聖職者・兵士・家事使用人・芸能人

国民の経済学に通じることができるJ[SL，p.904， 6 
-128頁]。なお，出口によれば，ミルは進歩主義的
歴史意識をもっており，イギリスあるいはアメリ

カ社会が歴史の進行の頂点に立ち，他の国民の経

済社会も歴史の進展とともにその状態まで進歩す

る，と考えていたという。出口[36J，306-307頁。
その場合にも，イギリスを対象とする経済学は普

遍性を主張しうることになる。
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などの不生産的労働者がいるのであるが，経済

理論においてはそれらの人々が捨象されている。

その根拠について， ミ1レは次のように述べる。

3階級以外の人々は，1これらの階級から生産物

を譲り受けるのでなければ，何ものをも得るこ

とができない。社会の残りの人々は，事実上，

不生産的なサーヴィスという等価を提供し(も

し何らかの等価を提供するとすれば，である)， 

これらの階級の費用において養われているもの

である。したがって，経済学においては，全社

会はこの3階級から成り立っと考えられるので

あるJ[PE，p.235， 2-84頁]。すなわち，生産物が
労働者と地主と資本家との聞に 3分されるとい

うことも，撹乱的な要因を捨象した仮説なので

ある [PE，p.336，2-272頁]。

II.競争による分配

1.賃金の法則

では，競争と三階級制という分配の規則が純

粋に行われている仮説的状態においては，どの

ような分配の法則が成立するというのであろう

か。生産に参与する階級が労働者・資本家・地

主という三階級であることに対応して，賃金・

利潤・地代が，それぞれの取り分として分与さ

れる。したがって，分配の法則とは，賃金・利

潤・地代の水準を決定する法則ということにな

る。本稿では，その中の賃金の法則を取り上げ

て，分配の法則の特徴を考察することにする8)。

ミルによれば，賃金の法則は大きく 2種類に分

かれる。「賃金という標題の下に考察すべきこと

は，第1に，一般に労働賃金を決定する，ある

いはこれに影響を与えるところの諸原因であり，

第2に，さまざまな職業の賃金の聞に存在する

ところの差異である。この2つの部類の問題は

別々に取り扱うのが便利である。そして，賃金

の法則について議論する場合には，まず最初に

8)三階級制と競争とを前提とする分配の法則を総括
的に考察したものとして，馬渡 [33Jがある。参
照されたい。

は，あたかも平均的な程度の強度と不快さとを

伴う普通の不熟1棟労働以外は存在しないかのよ

うにして，議論を進めるのが便利で、あるJ[PE， 

p.337 ，2-276頁]。すなわち，平均的賃金を決定す

る法則と，職業聞の賃金格差を決定する法則と

が， ミノレのいう賃金の法則ということになる。

ここで平均的賃金を決定する法則といわれて

いるものが，いわゆる賃金基金説 (theWages-

fund doctrine)にほかならない9)。この場合に

は，競争と三階級制とが全面的に行われている

という一般的な仮定に加えて，平均的な程度の

強度と不快さとを伴う普通の不熟練労働以外は

存在しないという仮定が加えられており，その

意味で仮説的・抽象的な性格がさらに強くなっ

ている。このような仮定の下では， I賃金は主と

して労働の需要と供給とに依存し，あるいはよ

く使われる表現を用いるならば，人口と資本と

の聞の割合に依存するJ[PE，p.337， 2-276~277 
頁]。ここで人口というのは，ただ労働階級だけ

の人数のことであり，資本というのは，ただ流

動資本の中の労働の購買に支出される部分だけ

のことであるとされる。ただし労働の雇用に向

けられる資金は，実際にはこの資本部分以外に

もあり，兵士や家事使用人などの不生産的労働

と交換される基金をも加えて，両者の総計が賃

金基金(wages-fund) と呼ばれる。したがっ

て，人口と対比されなければならないのは資本

ではなく賃金基金のはずなのであるが，賃金基

金のほとんどは生産的労働者の賃金に充てられ

るので，他の比較的小さく重要ではない部分を

無視して賃金基金と流動資本中の賃金部分とを

同一視し，さらに省略して， I賃金は人口と資本

とに依存するJ[PEふ338，2-277頁]という表現
を用いるのだ，というわけである。不生産的労

働者の雇用に充てられる基金を無視するという

9)賃金基金説を表す英語の表記は一定していなしミ。
“Wage"と単数形にする場合もあるし，ハイフン
をつけない場合もある。また，“doctrine"ではなく
“theory"を用いる場合もある。ここでは， Cairnes 
[4 J， p.158の表記にしたがっている。
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ことは，生産的労働者・資本家・地主という三

階級制を仮定するという立場からすれば，当然

の処置であったということができる。

2.賃金基金説と因果法則

さて，賃金は労働の需要と供給とに依存する

とされるわけであるが，需要は賃金基金によっ

て表され，供給は人口によって表されている。

しかし，需要・供給といっても，それは労働需

給の総枠を決定するものについて述べているだ

けである 1九労働の需要量・供給量と賃金率との

聞の関数関係といったものは，派生的な問題と

して現れるにすぎない。この場合の需給の均衡

というのは，賃金基金の総額によってすべての

労働者人口が雇用されることを意味するだけで

あり，均衡的な賃金というのは， I賃金基金/労

働者人口=平均賃金」という関係が成り立って

いる場合の平均賃金のことであるにすぎない。

この関係は3つの変数の聞に同時に成り立つ関

係であるから，ミルによる秩序の区分によれば，

共存 koexistence)の関係ということになる

[SLふ324，3-75頁]。しかし，この共存の関係

は，いくつかの原因が合成して形成される結果

にほかならない。ミルの科学論においては，均

衡状態も，力学的現象に典型的に見られる原因

の合成の一事例として解釈されうる。「よく知ら

れている例は，相反する 2つの等しい力によっ

て1つの物体が均衡を保っている事例である。

…力学上の力は運動の原因を意味するものにほ

かならないのに，そこでは運動の2つの原因に

よる結果の和は静止なのであるJ[SL，p. 
443~444 ， 3-283~284頁]。

しかし，ミルが重視したのは，均衡的な平均

賃金の決定に関する共存の法則というよりも，

そのような平均賃金の変化に関する法則であっ

10) ["乙の理論は需要供給の法則が作用する普通のケ
ースとして述べられることが多かったけれども，

需要供給の価格表についてはいかなる考えも述べ

られなかったし，真の均衡的な賃金率を規定する

どんな試みもみられなかったJ(Blaug [3]， p. 
187， 312頁)。

た。「賃金(というのは，もちろん一般的賃金率

を意味するのであるが)は，労働者を雇うため

に使用される基金の総計が増加するか，あるい

は勤め口を求める競争者の数が減少するか，い

ずれかでなければ上昇しえないし，労働に対す

る支払いに充てられた基金が減少するか，ある

いは支払いを受ける労働者の数が増加するか，

いずれかでなければ下落することはありえない

のであるJ[PE，p.338， 2-277~278頁]。すなわ
ち，賃金基金と人口との変化が原因で，平均賃

金の変化が結果であるということになる。この

場合も，複数の原因の合成を前提として，そこ

から 1つの結果を演縛的に導出しているわけで

ある11)。ミルにとって，平均賃金の決定に関する

法則そのものよりも，平均賃金の変化に関する

法則の方が重要であったのは，後者が実践と深

く関係していたからであった。すなわち，この

法則を知ることによって，平均賃金の上昇とい

う望ましい目的を実現するためには，賃金基金

の増大か人口の抑制か，いずれかの手段を取ら

なければならないということが明らかになるか

らである。

そもそもミルの科学論においては，因果関係

のような継起(succession)の秩序に関する知識

は，実践的な関心と結びついているものとみな

されている。「現象に関するすべての真理の中

で，我々にとって最も価値があるのは，現象の

継起に関する真理である。これらの真理の知識

に，未来の事実にたいするあらゆる合理的予見

と，事実に働きかけるために我々の所有するあ

らゆる力とが基づいているJ[SL，p.324， 3-75 

頁]。我々の問題との関連で言えば，賃金基金と

人口との現在の動向を知ることによって，平均

賃金の未来の動向を予測することができるし，

さらに賃金基金と人口とに積極的に働きかける

11) ケアンズは，このような演緯の仕方を，精神的に

制御された実験 (anexperiment conducted men. 
taIIy)あるいは仮説的実験 (hypotheticaIexperi. 

ment)と呼ぶ。賃金基金説と因果法則との関係に
ついては， Hausman [6]も参照されたい。
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ことによって，平均賃金を上昇させる乙とがで

きる，というわけである。なかでも，低賃金を

是正する手段として，ミルが人口の抑制を強く

主張したことは周知の通りである。ミルによれ

ば，基金が急速に増加するような希な場合を除

けば，高賃金を実現するためには人口の抑制を

必要とする。また，基金の急増によって一時的

に高賃金が実現したとしても，生活水準の向上

が人口増加につながるならば，再び賃金は下落

してしまう。したがって，どうしても人口の抑

制が必要になると考えたのである。

3.賃金基金説を支える仮定

人口が抑制される場合には，賃金基金の増加

も賃金上昇をもたらすことができる。では賃金

基金は，どのようにして増加するのであろうか。

仮定によって，賃金基金は流動資本中の賃金部

分と同一視されているので，この資本部分の増

加が問題となる。資本の増加は，貯蓄の財源の

大きさと貯蓄を促す意向の強さとに依存する。

増加した資本は固定資本と流動資本とに分割さ

れ，流動資本はさらに原材料と賃金とに分割さ

れるから，賃金基金の増加は，これらの分割比

率にも依存する。したがって，賃金基金はこれ

らいくつかの要因に依存しながら増加してゆく

ことになる。先に均衡的な平均賃金を決定する

法則を考察したときには，賃金基金と人口とを

一定と仮定していた。重要なととは，仮説的・

抽象的な科学としての経済学においては，撹乱

原因を捨象しているため，そのような理論は現

実を忠実に反映するものではない，ということ

である。明らかに，賃金基金や人口が一定であ

るというのは，仮説的・抽象的なレベノレが高い

段階での仮定である。したがって理論を現実に

近づけるために，乙の仮定を修正して，賃金基

金や人口の変化を導入することは，ミルの方法

論からいって，正当な手続きであるということ

ができる。抽象のレベルが異なるにつれて，仮

定が手直しされるのは，いわば当然のことなの

である。

たとえば，リカードウの賃金論に対するミル

の注釈がこのことを示している。リカードウに

よれば，一定の時と所には最低限の賃金率とい

うものがあり，一般的賃金率はいつもこの最低

限に近づこうとしている。つまり，一般的賃金

率がこの最低限を下回ると人口が減少し，労働

供給が減少して賃金が上昇する。逆に，最低限

を上回ると人口が増加し，労働供給が増加して

賃金が下落する。したがって，労働人口の増減

が表面化するのに必要な時間よりも長い時聞に

わたって，一般的賃金率が最低限の賃金率から

議離し続けるということはない，というのであ

る。ミルによれば， Iこの仮定は真理を含んで、い

る。そしてその真理は，抽象的科学の目的から

いえば，この仮定を容認させるのに十分なもの

である。そして，リカードウ氏がこれから引き

出している結論，すなわち賃金というものは結

局は食料価格とともに騰落するものであるとい

う結論は，仮説的には，すなわち同氏が出発点

とする想定を承認するならば真である。しかし，

これを実際に応用する場合には，同氏がいう最

低限なるものは，とくにそれが肉体的最低限で

はなく道徳的最低限と名づけうるものであると

きには，それ自身変動しがちなものであること

を考慮する必要があるJ[PE，p.341， 2-283~284 
頁]。つまり，仮説的・抽象的な理論は，現実を

そのまま反映するものではないということ，現

実に近づけるためには，当初の仮定を修正する

必要があるということが，述べられているので

ある。

ミルによる「賃金基金説の撤回」といわれる

ものは，上記のような仮定の手直しの一例であ

るということができる。周知のように， W.ソー

ントンは， 1869年刊行の著作において，固定し

た大きさの賃金基金の存在を前提とする考え方

を批判したl九これに対してミルは，“Fortnight.

ly Review"の1869年5月号と 6月号の書評論

12) Thornton [20Jo ["撤回」問題を理論的に考察した
ものとして， Negishi [16J所収の一連の論考があ

る。参照されたい。
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文において，その仮定は動かしえないものでは

なく，修正が可能なものであることを主張した

のである。すなわち， I雇用者が，自分の事業を

営むために投じるつもりであった基金だけでは

なく，彼が生活必需品を超える自分の個人的支

出のために使おうと思っているものの全部をも

吸収すると乙ろまで，賃金が上昇することを本

来的に不可能にするような自然法則などは存在

しない。賃金上昇にとっての真の限界は，どれ

だけの上昇があれば破産してしまうか，あるい

は事業を捨てる気にさせられるかということを

現実的に考慮することであって，賃金基金の動

かしえない限界なのではないJ13)。つまりミル

は，固定した賃金基金という仮定から，増減す

る賃金基金という仮定へと，仮定を修正するこ

とができると考えているのである。

ミルの方法論によれば，経済理論はそもそも

仮説的・抽象的なものであり，仮定と現実との

間にはさまざまな段階がある。賃金基金説にし

ても，基金が一定の大きさであるか否かという

仮定以外にも，多数の仮定を背後にもっている。

たとえば，賃金がすべて競争によって決定され

るという仮定も，現実をそのまま反映している

わけではない。イギリスでさえ，賃金決定には

慣習の影響が見られ，1雇主が競争の利益を十分

に利用するならば，労働の報酬が現在よりも低

くならないような労働の種類というものはほと

んどないJ[PE，p.337 ，2-276頁]。競争が賃金の主
要な規定者であるといっても，慣習の影響が全

くないわけではないのである。さらに，普通の

不熟練労働以外の労働は存在せず，賃金格差が

存在しないということ等々，ミルが明示してい

るものを挙げるだけでも，理論が現実そのもの

を反映しているわけではないことは一目瞭然で

ある。事実ミルは， r原理』第2篇第14章では「普
通の不熟練労働以外の労働は存在しないjとい

13) Mill [14J， p.645。したがって，賃金率が下落して
賃金基金が余る場合にも，労働の需要量が増加す

る必要はなく，余分の基金は雇用者の個人的支出

に回されることになる。

う仮定を修正して，職業の差異による賃金の相

違について論じるのであるが，だからといって，

先の仮定の下で考察された平均賃金の法則が無

意味になるわけではない。要するに，何を明ら

かにするのかという目的に応じて，仮定が異な

ってくるのである。

ミルにとって，経済法則の重要な任務は，実

践の指針となることであった。賃金基金一定と

いう仮定を置くと，平均賃金を上昇させるため

には，人口の抑制が必要でトあるということが直

ちに明らかになる。経済現象の一側面を鮮明に

示すためには，撹乱的な要因を捨象しなければ

ならない。しかし，この仮定を置いたまま労働

組合の問題に賃金基金説を適用すると，労働組

合の賃上げ運動は無効であるということが示さ

れてしまい，賃金基金説は，本来の課題を離れ

て意図せざる副産物を生み出してしまうことに

なるω。ミルの立場からすれば，労働組合の意義

を明らかにするためには，別の仮定を置いて別

の結論を導かなければならない。すなわち，賃

金基金は固定しておらず，雇用者の者イ多的支出

の部分にまで食い込めるものと仮定するならば，

労働組合は雇用者と分配を争う存在であること

が示される。解明すべき目的に応じて仮定を操

作することは，いかにもご都合主義のような印

象を与えるが，経済理論が仮説的・抽象的なも

のであることを考えれば，この操作は当然のこ

となのである。ただし，仮定の操作の背後に実

践的な価値意識が潜んでいる場合も多く，その

ような例は経済学の歴史のなかに山積している。

経済学方法論の主要問題のひとつが，科学と価

値との関係をめぐるものであったことをみても，

それはつねに経済学につきまとってきた問題で

あったということができるのである。

いずれにせよ，賃金基金一定という仮定を伴

14)賃金基金説は，そもそも労働組合に対する攻撃を
意図して考案されたわけではなしこの説を唱え

た経済学者たちは，むしろ労働組合の意義を認め

ている場合が多かった。Blaug[ 1 J， pp.124-127 • 
邦訳190-193頁。



86 (204) 経済学研究 45-2 

う賃金基金説は，ミルによってその意義を完全

に否定されたと考えることはできない。このこ

とは， r原理』のその後の改訂において，従来の
叙述が維持されたことによっても明らかである。

1871年刊行の『原理』第7版の序文で， ミlレは次

のように述べている。1865年に第6版および『民

衆版』を刊行した後で， r需要および供給の理論
に関して，また賃金に対するストライキおよび

労働組合の影響に関して，有益な論争が行われ，

それによってこれらの主題に対していっそうの

光明が投ぜられることとなった。しかし，この

論争の結果は，著者の見解によれば，まだ経済

学の概論の中に取り入れるほど熟してはいな

いJ[PE，p.xciv，29頁]。ここには，賃金基金説に
関する従来の叙述が誤っていたという自己批判

は，何ら示されていない。また本文においても，

従来の説が変更された形跡は見られないのであ

る1日

III.歴史的事実の役割

1. r原理』における歴史的事実
『原理』のなかには，おびただしい歴史的事

実の記述が含まれている。とくに第2篇の第5

~10章は，奴隷制 (slavery) ，自作農制 (peasant

properties) ，分益農制 (metayersystem) ，入

札小作制Ccotteirtenure)といった農業制度に

関する具体的事実を豊富に含んでいる。しかも

ミルは，単に事実を記述するだけではなく，個々

の事実から帰納的に経験的法則を導くという操

作をも実質的に行っているのである。したがっ

て，これらの諸章は，経済学の演揮的性格を強

15) ミルの「撤回」は『原理』に実質的な影響を及ぼ
していないという点については，白井 [33Jの分

析を参照されたい。なお， Vint [21Jは，ラカト
シュの科学的研究プログラムの方法論に従って賃

金基金説の発展と衰退とを論じているが，ミルが

『原理』で賃金基金説の放棄を明示しなかったの

は，代替的プログラムがいまだ登場していないこ

とを考慮したからであると解釈している (pp.
248，255)。

調するミノレの経済学方法論とは，一致しないよ

うな印象を与えがちであった。しかし，ミルの

直接的演揮法においても，事実の知識と帰納の

手続きとが必要とされていることは言うまでも

ない。すなわち，その第1段階において演緯の

前提を導く場面と，その第3段階で演揮の結論

を検証する場面と 2つの場面で事実の知識と

帰納の手続きとが必要になるのである1ヘした

がって，帰納の手続きがあるというだけで，方

法論と『原理』との不一致を云々することはで

きない。事実，これらの諸章で行われているこ

とは，主として演鰐の結論を検証するために経

験的法則を求めるということなのである。問題

となるのは，方法論上の相違ではなく，三階級

制を前提とする議論と比べて，一階級制および

二階級制を前提とする議論においては，検証の

部分が不釣り合いなほどに大きなものとなって

いる，という点なのである。このことは， r原理』
が社会哲学への応用をも目指すものであったと

いうことに関係している17)。すなわち，アイノレラ

ンドの農業制度の改革をめぐって，ミル自身の

改革案の説得力を高めるために，検証の部分を

厚くする必要があったのである。以下我々は，

16)演鐸の前提を導く場合の帰納は，要素的法則を導
くものであり，結論を検証する場合の帰納は，経

験的法則を導くものである。この2種類の法則は，

混同されてはならない。演緯の前提を導く帰納は，

方法論的には要請されているが，実際にはミ Jレ自

身によっても実行されてはおらず，そもそも実行

不可能なものであった。この点の詳細については，

佐々木 [23Jを参照されたい。なお， Hollander 
[ 7J，pp.71-78，104-106および [8J， pp.339-343， 
邦訳427-432頁は，演緯の前提を導く帰納が行われ
ていると述べており，この点で私見とは異なる解

釈を示している。あわせて参照されたい。

17) Iたとえば自作農に関する事実は，読者がおそら
くは感ずるであろう興味よりも，この主題に関す

るミル自身の興味に釣り合うような分量を占めて

いる。しかし，このように断じては，誤った見解

をもつことになるかもしれない。ミルがその序文

で強調しているように，彼の論考は実際的『応用J
を豊富に含んでいるのであるJ(Schumpeter 

[17J， p.541，邦訳第3分冊1138-1139頁)。ミル自
身， r原理』の成功は社会哲学への応用に負うもの
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具体的にこのことを明らかにする。

まず，第 2 編の第 5~10章で，何が論じられ

ているのかを確認しておくことにしよう。これ

らの諸章は，分配論のなかに含まれてはいるが，

分配の法則を主要な問題としているわけではな

い。奴隷制・自作農制の場合には，生産物がひ

とつの階級の所有に帰するので，階級聞の分配

は問題にはならなし)18)。分益農制・入札小作制の

場合には 2つの階級の間で分配が行われるの

であるが，慣習的に分配が決定される分益農制

についても，分配の法則は問題とはならない19)

ミルによれば，経済法則は競争を前提として成

立するのであるから，慣習が支配するところで

は，そもそも分配の法則が成り立たない。ミ 1レ

は，分益農制について次のように述べている。

「生産物の分割が可変的な規約(convention)

によって定められないで固定的な慣例 (usage)

によって定まる問題である場合には，経済学は

分配の法則を研究する必要はない。経済学は，

自作農の場合と同じように，ただこの制度が第

1には小農階級の状態に対して精神的および物

質的にどのような影響を与え，また第2には労

働の効率に対してどのような影響を与えるか，

その影響を考察すればよいのであるJ[PE，p. 

と考えていた (Mill[15J， p.243，邦訳206頁)0r原
理』の目的を詳細に検討したものとして，馬渡[31J
がある。また，ミルの社会哲学については，荒牧
[22Jおよび深貝 [29Jも参照されたい。

18)もっとも，奴隷所有者が奴隷に対してどのくらい
の生活資料を与えるのか，また定額の地代を支払
いながら永久的占有権を保持する農民が，どのく
らいの地代を支払うのか，これらのことをも分配
に含めるならば，奴隷制や自作農制の一部でも分
配は問題になる。

19) I分益農制の原理は，労働者，あるいは小農が地
主と直接に契約を結び，貨幣地代にせよ現物地代
にせよ，ともかく一定した地代を支払うというこ
とをしないで，生産物の一定の割合を，というよ
りもむしろ生産物のなかから資財を維持するのに
必要であると考えられるところのものを控除した
のちに残るところのものの一定の割合を，支払う
ということであるJ[PE，pp.297~298 ， 2-200頁]。
小農が地主に支払う割合は，通常は2分の 1，イ
タリアの若干の地方では3分の2であるという。

299，2-203頁]。これらの諸章でミルがとくに力

をいれて論じているのは，各農業制度が人口抑

制および勤勉への動機をどれだけ強化しうるの

か，という問題であった。このことは，入札小

作制についても同様なのである。

各農業制度のなかで，ミルが最も力を入れて

考察しているのは，考察に充てられている紙幅

からも明らかなように，自作農制についてであ

る。ミノレによれば， I奴隷制の欠陥は，もはや議

論を必要とする問題ではないJ[PE，p.250， 2-110 
頁]し， I分益農制は，自作農制特有の長所をそ

なえているが，ただその度合いが低くなってい

るのであるJ[PE，p.299， 2-203頁]。ミルの時代の

係争問題は，アイルランドの入札小作制を廃止

したあとに，どのような農業制度を採用するの

かという問題とも関連して，自作農制と資本家

的大農業制とでは，どちらが優れているのかと

いうことであった。そして，この問題に関する

ミルの結論は，過剰人口を予防するという点に

おいても，勤労意欲を高めるという点において

も，自作農制の方が優っているというものであ

った。イギリスにおいては，資本家的大農業制

と比べて，自作農制はあまりよく理解されてい

ない。そこでミルは，自作農制という制度は農

民のたゆまぬ勤労と過剰人口の抑制とを同時に

可能にするものである，という結論を演緯によ

って導くとともに，他の部分とは不釣り合いな

ほどの紙幅を充てて，その結論を検証しようと

したのである加。

20) ミルは， 1846年から47年にかけて， r原理』の執筆
を一時中断して，モーニング・クロニクル紙に，
アイルランドに自作農制を設けることを提案する
数編の論文を発表した。しかし，その提案は一般
の支持を得られなかった。「この案は新しすぎてな
じみがなく，そのような方策にはイングランドに
も先例がない上に，イングランドでごく普通に見
かけるのでないすべての社会現象(よそではどん
なにありふれたことでも)に対する英国の政治家
や大衆の大変な無知のために，私の努力は完全な
失敗に終わったJ(MiIl [15J， p.243，邦訳205頁)。
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2.自作農制に関する一般命題

ミルは『原理』第2篇の第6・7章を自作農

に関する考察に充てているのであるが，その末

尾で次のように述べている。「この形態の土地所

有と生産技術の不完全な状態との聞には必然的

な結合はない。それは，土地がもっている諸力

の最も有効な利用ということについて，多くの

点において不利であると同時に，やはり多くの

点において有利である。現在行われている農業

経済の状態のなかで，国民の勤勉と知性と節倹

と思慮とに対し，これほど有益な効果を与える

ものは，このほかにはひとつもなしまた大体

において，これほどその人口の不用意な増加を

押さえる傾向をもっているものはない。したが

って，国民の道徳的ならびに肉体的厚生にとっ

て，大体においてこれほど好都合な状態はない。

雇用労働によるイギリスの耕作制度に比べて，

自作農制は労働階級にとって著しく有利な制度

であるとみなされなければならないJ[PE，pp. 
296~297 ， 2-194頁]。すなわち，自作農が使用す

る道具は確かに資本家的大農業者のそれと比べ

れば貧弱であるが，自作農はその弱点を非常な

勤勉によって補っており，農業の効率は決して

低くはない。また，自作農は人口の増加を思慮

深く抑制しており，その生活は一般に裕福であ

る。したがって自作農制は，雇用労働による耕

作制度よりも労働階級にとって有利な制度であ

る。これが，自作農制に関するミルの結論であ

った。この結論の核心をなすものは，①自作農

は非常に勤勉でおある，②自作農は人口の増加を

抑制する，という自作農に関する 2つの一般命

題である。我々が検討しなければならないこと

は，これらのこ命題がどのように導かれている

のか，ということである。

ミルはこれらの命題を，第1に，自作農制と

いう制度的状況と，その下での人間の動機とか

ら，演緯的に導く。ここで自作農というのは，

自分自身で土地を所有している者だけではなく，

一定の大きさの地代を地主に支払うという条件

で，土地に対する永久的占有権をもっ者をも含

んでいる [PE，p.278，2-163頁]。このような制度

的状況にある者は，土地の改良や勤労の成果が

自分のものになるわけであるから，非常に勤勉

に労働するようになる。つまり，この推論にお

いては，三階級制と競争とを想定する場合と同

様に，自作農が富の欲望という動機にしたがっ

て行為するものと考えられており，その富の欲

望が自作農制の下で解放されて，たゆまぬ労働

を行わせるというのである 21)。人口の抑制も富

の欲望から演縛されるのであるが，この場合に

は，自分自身の生活の豊かさというよりも子供

の生活の豊かさが念頭にあるものとされる。「自

分よりも悪い運命を子供に伝えたいと思う親は

ほとんどいない。子供に遣す土地をもっている

親は，その子がこの土地によって生活をたてて

ゆくことができるかどうかということを，完全

に判断することができるJ[PE，p.284， 2-173 
頁]。これに対して，雇用労働者という状況にお

いては，人口と賃金水準との関係を認識するこ

とが難しく，人口抑制への動機が弱くなるとい

うのである。

第2篇の第5~10章は，主として事実の記述

と帰納的一般化に充てられているのであるが，

そのなかに演鐸の部分が含まれていることを見

逃しではならない。演緯は，制度的状況と人間

の動機とを前提として，そのような状況におい

て人聞がどのように行為するのか，その結果ど

のような社会現象が現れるのか，ということを

導くのである。その場合，人間の動機として考

慮されているのは，富の欲望だけであり，せい

ぜいこれに対抗する 2つの動機が加えられうる

にすぎない。経済的動機以外の他の動機は，す

べて捨象されるのである。たとえば，入札小作

制下の地主の動機についてではあるが，ミルは

つぎのように述べている。「地主が正義感あるい

21)この議論は， Smith [19J第3編第2章「ローマ帝
国の没落後のヨーロッパの旧状における農業の阻
害について」における議論と非常によく似ている。
スミスもまた，各農業制度を比較して，制度的状
況と利己心とから，人間の行為の在り方を導いて
いるのである。
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は良識をもっていて，競争によって与えられる

特典を利用しない，ということはありうること

であり，また地主によって，この特典を利用す

る度合いもさまざまであろう。しかし，ひとつ

の階級または集団の人々のすべてがその直接の

金銭的利害に反した行動をとると期待するわけ

にはいかないのであるJ[PE，p.315， 2-231頁]。し

たがって，各農業制度の効果をめぐる演縛にお

いても，あくまでも一般的な動機のみが取り上

げられ，撹乱的な動機は捨象されるのであるか

ら，やはり仮説的・抽象的な推論であることに

変わりはない。しかし，三階級制と競争とを前

提とする演緯の場合と比べると，その結論に対

する検証の厚みが違うのである。

すなわちミルは，与えられた事実を一般化す

ることによって，帰納的にこれらの二命題を導

く操作をも行っている。スイス，ノルウェイ，

ドイツ，ベルギー，フランス，デンマーク等々

の自作農の事例を調べ，それらの個々の事実を

一般化して，自作農に関する二命題を導くので

ある。ここでミルが用いている方法は，一致法

CMethod of Agreement)にほかならない。つ

まり，自作農制と，勤勉および人口の抑制とが

常に伴って現れることから，前者が後者の原因

であると推論しているのである22)。しかし，ミlレ

によれば，一致法によって因果関係を探究する

ことには固有の欠陥があり，一致法のみでは因

果関係を解明することはできない。というのは，

未確認の共通の原因があるかもしれないし，そ

れぞれ別々の原因が同じ結果を生み出している

のかもしれないし，いくつかの原因が合成して

1つの結呆を生み出しているのかもしれないか

らである [SL，p.394，3-197頁]。これらの可能性

を排除できない以上，一致法によって求められ

た一般命題は経験的法則という地位にとどまる

ことになる [SL心520，4-414頁]。しかし経験的

法則は，それ自身は科学的法則とはいえないが，

理論を検証する有効な手段として機能すること

22) Keynes， [11]， p却 6，197頁。

ができる。「事例の直接の観察と対照とが，我々

に，結果に関する経験的法則を与えるとすれば

(それが観察したすべての場合に真であっても，

ただ大部分に関してだけ真であっても)，理論に

対する最も有効な検証は，理論が演揮によって

これらの経験的法則を導くということなのであ

るJ[SL，p.461， 3-313頁]。

自作農制の優位を裏づける経験的法則は，自

作農制に対して十分な理解をもたないイギリス

人を説得するために必要であった。ミ Jレが『原

理』の初版を執筆し刊行したころ，アイルラン

ドは大飢鐘に襲われており，アイルランドの入

札小作制の改革は，焦眉の課題となっていたの

である。

3.社会哲学への応用

入札小作制の場合には，地主と小作人との聞

の分配は競争によって規制されるので，分配の

法則が成立することになるが，その場合の分配

の法則とは，1地代は土地に対する需要と供給と

の関係によって決定されるJというものにほか
ならないお)。すなわち，入札小作制においては，

「地代は競争によって規制され，土地に対する

需要とそれの供給との関係に依存している。土

地に対する需要は競争者の数に依存するが，競

争者とは全農村人口である。したがって，この

種の借地制度の効果は，人口の原理の作用を，

イングランドにおけるように資本に対してでは

なく，直接に土地に対して向けるということで

ある。地代は，このような事態においては，人

口と土地との割合に依存する。土地は一定した

量であるが，人口は無制限の増加力をもってい

23) ミルは入札小作制について次のように述べてい
る。「入札小作制という一般的名称によって，労働

者が資本家的借地農業者の介在なしに土地に関す

る契約を結び，かっその契約の諸条件，ことに地

代の額が，慣習によってではなく競争によって決

定される場合を，すべて例外なしに指すことにし

よう。この種の借地制度のヨーロッパにおける主

要な実例はアイルランドであるJ[PE，p.313， 2-229 
頁]。
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るから，何ものかがこの増加を抑止しない限り，

土地に対する競争は地代を釣り上げて，それ以

上となっては人口が維持されないという最高点

まで高めるのであるJ[PE，p.314， 2-230頁]。しか

し，名目的な地代はそれ以上に上昇する。ミル

によれば，土地を求める競争が激しいために，

小作人は支払いうる限度以上の地代を地主に対

して申し出るようになり，その結果，実際には

支払われることのない名目的地代 (nominal

rent)が形成される。すなわち，小作人が支払い

うるすべてのものを支払ったのちにも，多額の

未払い金が残るのである。

小作人がこのような状態にある場合には，勤

労および、人口抑制への動機はきわめて弱いもの

となる。「たとえ彼が借り受けている小地面の生

産物を格別の努力によって 2倍にしたとしても，

またたとえこの生産物を食べてしまう子供を生

むのを思慮、深く控えたとしても，彼がそれから

得るものは，ただ地主に支払いうるものが前よ

りも多くなるということだけである。ところが，

仮に彼に20人の子供があったとしても，なお彼

らがまず食事を与えられ，地主はただ、残ったも

のを取りうるだけであろう。…これ以上に労働

への動機を欠き，自制への動機を欠く状態とい

うものは，想像することさえできないJ[PE，pp. 

318~319 ， 239頁]。ひとつの事実を説明するとい

うことは，その事実の原因を指摘することにほ

かならない [SL，p.464，4-319頁]。ミ Jレによれ

ば，アイノレランドにおける産業の停滞と民衆の

貧困とは，入札小作制という制度的状況と，そ

の下での人々の動機とから説明されるべきもの

であった。アイルランドの産業が停滞しており，

アイルランドの民衆が自分の生活を改善しよう

とする精力を欠いていることについて，そのよ

うな事態をケルト人の民族的素質から説明しよ

うとする見解もあったわけであるが，そのよう

な見解はもちろんミルの支持するところではな

かった。この見解は，一致法の条件さえも満た

してはいない。つまり，ケルト人と怠惰とがつ

ねに伴うということはないのである。「イングラ

ンドにも，アメリカにも，アイルランド人ほど

よく働く労働者はいなし=。しかしそれは，入札

小作制の下においてではないのであるJ[PE，p. 

319，2-241頁]。問題はあくまでも，入札小作制

をどのような制度によって置き換えるのか，と

いうことなのであった。

社会哲学という場合，そこには科学だけでは

なく実践的な技術 (art) も含まれることにな

る。ミルの場合， Iアイルランドの民衆の生活を

改善すべきである」という目的は，究極的には

彼の功利主義思想から出てくるはずであるが，

それが与えられている場合，その目的を実現す

るための手段を教えることは科学の課題となる。

経済学者としてのミルは，資本家的大農業制よ

りも自作農制の方が，その手段として優れてい

ると主張するのである。「アイルランドも知らな

ければ海外のどの国をも知らないために，イン

グランドの慣行弘社会的経済的優越の唯一の

尺度とみなしている人々は，アイルランドの窮

状に対する唯一の救済策として，入札小作人の

雇用労働者への転形を提案している。しかし，

これはむしろアイルランドの農業を改善する方

策であって，アイルランド民衆の生活状態を改

善する方策ではないのである。日雇労働者の地

位は，将来に対する配慮や節倹や自制の習慣を

欠いている人々に，これらの習慣を与えるだけ

の魅力はないのであるJ[PE，p.326， 2-253頁]。

「土地を耕作する人に対してその土地に対する

永続的な利害関係を与えるということは，疲れ

を知らない精励を保証する手段としてほとんど

確実なものである。また，過剰人口に対しても，

間違いがないとはいえないまでも，今日までに

知られている最善の予防策なのである。この方

法が失敗するような場合には，他のどのような

方法を用いても，おそらくさらにはなはだしい

失敗に終わるであろうし，その弊害は単なる経

済的救済策では克服しえないものとなるであろ

うJ[PE，p.327 ， 2-254頁]。自作農制をアイルラン
ドに導入するにあたっては，その実行可能性に

ついても考慮しなければならないわけであるが，
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それを考慮しでもなお， ミノレは自作農制の導入

を最善のものと考えていたのである。

結語

ミルによれば，分配の法則も法則である限り

窓意的なところはなく，生産の法則と同じよう

に物理的法則の性格をもっている。しかし，そ

のような分配の法則が成り立つためには，人々

が特殊な分配の規則にしたがって行為を行うの

でなげればならない。ここで分配の規則とは，

生産要素の所有関係と競争とを指しており，し

たがって，分配の法則が変更可能であるという

のは，この分配の規則が変更可能であるという

ことを意味していたのである。『原理Jにおける
分配の法則は，労働者・資本家・地主という三

階級からなる社会と競争の全面的な作用とを仮

定して考察されるのであるが，このような仮定

は，現実の社会と正確に一致するものではない。

つまり分配の法則は，仮説的・抽象的な舞台を

想定して，考察されていたのである。個々の法

則は，さらにいくつかの舞台装置となる仮定を

設定して，演緯的に導き出される。このことは，

いわゆる賃金基金説についても当てはまり，こ

の説もまた多くの仮定を背後にもっていたので

ある。賃金基金一定という仮定は，平均賃金を

引き上げるためには人口の抑制が必要であるこ

とを，鮮明に示すために用いられた。しかしこ

の仮定は，仮説的・抽象的な舞台において変更

可能なものであり，事実ミルは労働組合の役割

を明らかにするために，仮定の変更が必要で、あ

ることを認めた。したがって，賃金基金説は撤

回されたのではなしいくつかの可能な仮定を

もつものとして相対化されたのである。

『原理』第2篇「分配論」には，農業制度に

関する議論をはじめとして，おびただしい事実

とそれに基づく帰納的一般化とが含まれている。

しかし，この部分もミルの経済学方法論と不整

合というわけではない。というのは，ここでも

ミJレは，制度的状況と富の欲望とから演緯的に

結論を導き，その結論を経験的法則によって検

証するという手続きをとっているからである。

問題となるのは，この検証の部分が他の箇所と

不釣り合いなほどに大きなものとなっている点

である。これは， r原理』が社会哲学への応用を
ひとつの課題としていたことに関係している。

すなわち，アイルランドにおける入札小作制を

廃止して，自作農制を導入すべきであるという

ミルの主張を，説得力のあるものにするために，

自作農制が農民の勤労と人口の抑制とを実現す

る制度であることを，演緯によって論証するだ

けではなく，事実によって十分に検証する必要

があったのである。

生産の法則と分配の法則とを対比して検討し

てみると，ミルが強調している相違点のほかに，

両者の類似点も明らかになる。生産の法則につ

いてみると，生産要因の生産性および量の増加

を与えられたものとすれば，生産増加という結

果は技術的なものになるが，生産性および量の

増加の原因が問題になる場面では，精神的原因

がかなり関与することになり，その意味で人間

の自由になる余地が存在する。他方，分配の法

則についてみると，法則を成立させる枠組みで

ある分配の規則は，確かに変更可能であるが，

分配の法則が法則として成立する限りでは，

個々人の意志を超えて貫徹する物理的法則の性

格をもつことになる。それにもかかわらず，ミ

ルがあえて相違点を強調したのは，時代の課題

が生産の増加にではなく分配の改善にあると考

えたからである，と思われる。その意味では，

『原理』の全体が社会哲学の方向を向いていた

ということもできるのである。
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